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 用語集  

 
 

あ行 

イ ンバータ  

一定の電圧や周波数で供給さ れる電力を 任意の電圧や周波数へと 変換する装置で、 周

波数の変化でモータ ーの回転数を制御するこ と で消費電力を抑えます。産業分野では、

産業機械のモータ ー、 ポンプ、 フ ァ ン、 コ ンベア等に活用さ れています。  

エコ ド ラ イ ブ 
ゆるやかな発進や一定速度での走行等、 車の燃料消費量や二酸化炭素（ CO2） 排出量を

減ら すための環境に配慮し た運転方法のこ と です。  

愛媛県資源循環優良

モデル認定制度 

愛媛県内の企業等が関わっ て製造し ているリ サイ ク ル製品、 あるいは廃棄物の 3R（ リ

デュ ース・ リ ユース・ リ サイ ク ル） や環境に配慮し た取組み等、 積極的に実施し てい

る県内の事業所・ 店舗など、 循環型社会づく り の模範と なるも のを「 愛媛県資源循環

優良モデル認定制度（ スゴ eco）」 と し て認定し ている制度です。  

温室効果ガス 

大気中の二酸化炭素（ CO2） やメ タ ン（ CH4） などのガスは太陽から の熱を地球に封じ 込

め、 地表を暖める働きがあり ます。 こ れら のガスを温室効果ガスと いい、「 地球温暖化

対策の推進に関する法律」 では、二酸化炭素（ CO2）、メ タ ン（ CH4）、一酸化二窒素（ N2O）、

ハイ ド ロフ ルオロカ ーボン 類（ HFCs）、 パーフ ルオロカ ーボン類（ PFCs）、 六ふっ 化硫

黄（ SF6）、 三ふっ 化窒素（ NF3） の 7 種類と し ています。  

 

か行 

カ ーシェ アリ ング 

自分の車を持たずに、 必要な時に使用目的に合っ た車を自家用車と 同じ よう に手軽に

共同利用するシステムです。 利用時間や回数に応じ た料金設定による 適正な利用、 車

の共有による資源消費の効率化と いっ た環境保全上の効果があり ます。  

カ ーボン 

ニュ ート ラ ル 

温室効果ガスの排出量と 吸収量が同量であり 、 実質的に温室効果ガス排出量がゼロに

なっ ているこ と をいいます。  

化石燃料 

石油、 石炭、 天然ガスなどのこ と です。 微生物の死骸や枯れた植物などが何億年と い

う 時間をかけて化石になり 、 やがて石油や石炭になっ たと 考えら れているこ と から こ

う 呼ばれます。  

家庭用燃料電池 

都市ガス・ LPガス・ 灯油などを使っ て発電する家庭用の機器のこ と です。 発電時に出

る熱は給湯に利用さ れ、 火力発電による 電気と ガス給湯器を組み合わせて使う 場合よ

り も 、 二酸化炭素排出量が減ると さ れています。  

緩和策 

温室効果ガスの排出削減と 吸収源の対策により 、 地球温暖化の進行を 食い止めるこ と

であり 、 例と し て、 省エネや再生可能エネルギーなどの普及による脱炭素化などが挙

げら れます。  

気候変動適応法 

地球温暖化による気候変動に起因し て、 生活、 社会、 経済及び自然環境における気候

変動影響が生じ ている こ と 並びにこ れが長期にわたり 拡大する おそれがある こ と か

ら 、 気候変動適応に関する計画を策定し 、 気候変動影響及び気候変動適応に関する情

報の提供やその他必要な措置を講ずるこ と で、 国民の健康で文化的な生活の確保に寄

与するこ と を目的と する、 平成 30（ 2018） 年に施行さ れた法律です。  

気候変動に関する 

政府間パネル 

（ I PCC）  

昭和 63（ 1988） 年に、 国連環境計画と 世界気象機関により 設立さ れた組織です。 世界

の政策決定者に対し 、 正確でバラ ンスの取れた科学的知見を提供し 、「 気候変動枠組条

約」 の活動を支援し ています。 地球温暖化について網羅的に評価し た評価報告書を発

表すると と も に、 適宜、 特別報告書や技術報告書、 方法論報告書を発表し ています。  
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か行 

グリ ーンイ ンフ ラ  
社会資本整備や土地利用等のハード ・ ソ フ ト 両面において、 自然環境が有する多様な

機能を活用し 、 持続可能で魅力ある国土・ 都市・ 地域づく り を進める取組です。  

グローバル・ スト ッ ク

テイ ク （ GST）  

パリ 協定の目標達成に向けた世界全体の進捗状況を評価する仕組みのこ と で、 5 年ご

と に実施さ れています。  

高効率産業ヒ ート  

ポンプ 

ヒ ート ポンプは、 空気中の熱を効率的に利用する こ と で、 少ない電力で大き な熱エネ

ルギーを得ら れる技術です。 高い省エネルギー性が特徴で、 エアコ ン や給湯器、 冷蔵

庫など、 さ まざまな機器に活用さ れています。  

国連気候変動 

枠組条約 

大気中の温室効果ガスの濃度を 安定化さ せる こ と を 究極の目的と し た条約であり 、

1994 年 3 月に発効し まし た。 本条約に基づき 、 1995 年から ほぼ毎年、 国連気候変動枠

組条約締約国会議（ COP） が開催さ れています。  

固定価格買取制度 

再生可能エネルギー源（ 太陽光、 風力、 水力、 地熱、 バイ オマス） を 用いて発電さ れ

た電気を、国が定める固定価格で一定の期間電気事業者に調達を義務づけるも のです。

こ の制度は、 平成 19（ 2007） 年に始まり 、 エネルギー自給率の向上、 地球温暖化対策、

産業育成を図ると と も に、 コ スト ダウン や技術開発によ り 、 再生可能エネルギーが日

本のエネルギーを支える存在と なるこ と を目指し ています。  

コ ンパク ト シティ  

都市的土地利用の郊外への拡大を抑制すると 同時に中心市街地の活性化が図ら れた生

活に必要な諸機能が近接し た効率的で持続可能な都市、 も し く はそれを目指し た都市

政策のこ と です。  

コ ージ ェ ネ レ ーシ ョ

ン 

ガスや石油等を燃料と し て、 エンジン、 タ ービン 、 燃料電池等の方式により 発電し 、

その際に生じ る廃熱も 回収するこ と で、 電力と 熱をと も に供給し ます。 工場などの産

業用や、 商業施設や病院などの業務用などで導入さ れています。  

 

さ 行 

再生可能エネルギー 

太陽光や太陽熱、 中小水力、 風力、 バイ オマス、 地熱等、 資源が枯渇せず繰り 返し 使

え、 発電時や熱利用時に地球温暖化の原因と なる温室効果ガスを 排出し ないエネルギ

ーのこ と です。  

資源化率 

灰溶融等資源化を含むごみ発生量中の資源物の割合であり 、「 ( 灰溶融等資源化量＋資

源回収量＋処理過程から の資源化量＋その他家電リ サイ ク ル量) ／ごみ発生量」 により

算出し ます。  

次世代自動車 

電気自動車・ 燃料電池自動車・ ハイ ブリ ッ ド 車・ プラ グイ ンハイ ブリ ッ ド 車・ 天然ガ

ス自動車・ ク リ ーン ディ ーゼル車を 指し ます。 環境を 考慮し 、 地球温暖化の防止を目

的と し ているため、 二酸化炭素（ CO2） の排出を抑えた設計になっ ています。 燃費性能

に優れた車種も あり 、 経済的なメ リ ッ ト も あり ます。  

指定暑熱避難施設（ ク

ーリ ングシェ ルタ ー）  

熱中症による 人の健康に係る 被害の発生を防止するため、 市町村長が指定する 区域内

の施設のこ と です。  

循環型社会 

天然資源の消費量を 減ら し て、 環境負荷をでき るだけ少なく し た社会のこ と です。 従

来の「 大量生産・ 大量消費・ 大量廃棄型社会」 に代わり 、 今後目指すべき 社会像と し

て、 2000 年（ 平成 12 年） に制定さ れた「 循環型社会形成推進基本法」 で定義さ れてい

ます。  

食品ロス 
食べ残し や買いすぎにより 、 食べる こ と ができ るのに捨てら れてし まう 食品のこ と で

す。  
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さ 行 

自立・ 分散型 

エネルギー 

再生可能エネルギー等の供給や地域コ ミ ュ ニティ での効率的な電力・ 熱融通を 実現す

るこ と で、 災害時に電力供給が停止し た場合においても 、 地域で自律的にエネルギー

を確保でき るシステムのこ と です。  

森林吸収量 

森林の樹木は、 光合成によっ て二酸化炭素（ CO2） を吸収し 、 炭水化物と し て炭素（ C）

を固定し 酸素（ O2） を放出し ていますが、 同時に呼吸によっ て炭水化物を燃焼さ せ、 二

酸化炭素を放出し ています。 こ のため、 光合成による吸収量が呼吸によ る放出分を上

回っ た分が樹木の成長量と し て二酸化炭素の吸収に貢献し ていると いえます。  

スマート 農業 

ロボッ ト 、 AI 、 I oT など先端技術を活用する農業のこ と で、 農作業の効率化、 生産性の

向上等の効果が期待さ れます。 太陽光エネルギーのみで稼働する田んぼの自動抑草ロ

ボッ ト や、 光合成データ 等を活用し た栽培管理による液肥や CO2 の余分な施用抑制な

ど、 環境負荷の低減に寄与するも のも あり ます。  

ゼロカ ーボンシティ  2050 年に二酸化炭素を実質ゼロにするこ と を目指す地方公共団体をいいます。  

 

た行 

脱炭素社会 
化石燃料への依存を低下さ せ、 再生可能エネルギーの導入やエネルギー利用の効率化

等を図るこ と により 、 温室効果ガス排出量を実質ゼロと する社会のこ と です。  

地球温暖化 

人の活動の拡大によっ て、 二酸化炭素（ CO2） などの温室効果ガスの濃度が上がり 、 地

表面の温度が上昇するこ と です。 近年、 地球規模での温暖化が進み、 海面上昇や干ば

つなどの問題を引き 起こ し 、 人や生態系に大き な影響を 与えるこ と が懸念さ れていま

す。  

地球温暖化対策の 

推進に関する法律 

京都で開催さ れた「 国連気候変動枠組条約第 3 回締約国会議（ COP3）」 における「 京都

議定書」 の採択を受け、 日本の地球温暖化対策の第一歩と し て、 国、 地方公共団体、

事業者、 国民が一体と なっ て地球温暖化対策に取り 組むための枠組を 定めたも のであ

り 、 平成 11（ 1999） 年に施行さ れた法律です。 令和 3（ 2021） 年の改正により 、「 パリ

協定」 に定める目標を踏まえ、 令和 32（ 2050） 年までの脱炭素社会の実現、 環境・ 経

済・ 社会の統合的向上、 国民を始めと し た関係者の密接な連携等を、 地球温暖化対策

を推進する上での基本理念と し て規定さ れまし た。  

蓄電池 

二次電池と も 呼ばれ、 繰り 返し 充電し て使用でき る電池のこ と で、 スマート フ ォ ンの

バッ テリ ー等に使われている ほか、 近年は再生可能エネルギー設備と 併用し 、 発電し

た電力を溜める家庭用蓄電池等が普及し ています。  

低炭素工業炉 

金属加工などの材料の加熱、 溶解や熱処理等のための工業炉において水素やアンモニ

ア等への燃料転換等により 、 炭素の排出を抑制し 、 二酸化炭素の生成を抑える も ので

す。  

適応策 
既に現れている、 あるいは、 中長期的に避けら れない地球温暖化の影響に対し て、 自

然や人間社会の在り 方を調整し 、 被害を最小限に食い止めるための取組です。  

電力排出係数 
電気事業者が販売し た電力を発電するためにどれだけの二酸化炭素（ CO2） を排出し た

かを推し 測る指標で、「 実二酸化炭素排出量÷販売電力量」 で算出さ れます。  
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は行 

バイ オマス 

動植物から 生まれた再生可能な有機性資源のこ と で、 代表的なも のに、 家畜排泄物や

生ごみ、 木く ず、 も みがら 等があり ます。 バイ オマスは燃料と し て利用さ れるだけで

なく 、 エネルギー転換技術により 、 エタ ノ ール、 メ タ ン ガス、 バイ オディ ーゼル燃料

などを作る こ と ができ 、 こ れら を軽油等と 混合し て使用するこ と によ り 、 化石燃料の

使用を削減でき るため、 地球温暖化防止に役立てるこ と ができ ます。  

ハザード マッ プ 
水害や土砂災害などの災害発生時に、 危険箇所や災害時の避難場所などを地図にまと

めたも のです。  

パリ 協定 

令和 2（ 2020） 年以降の気候変動問題に関する国際的な枠組であり 、 平成 9（ 1997） 年

に定めら れた「 京都議定書」 の後継に当たり ます。「 京都議定書」 と 大きく 異なる点と

し ては、 途上国を含むすべての参加国に、 排出削減の努力を求めている点です。  

ヒ ート アイ ラ ンド  

現象 

都市の気温が周囲より も 高く なる現象をいい、 土地利用の変化（ 植生域の縮小と 人工

被覆域の拡大） や人工排熱の影響が要因と さ れています。  

 

ら 行 

リ タ ーナブル容器 
ガラ スびんやプラ スチッ ク 製容器、 金属製容器など繰り 返し 使用（ リ タ ーナブル） さ

れる容器です。  
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英数字 

BEMS 

（ ベムス）  

「 Bui l di ng Ener gy Management  Syst em」 の略称であり 、 ビルエネルギー管理システム

のこ と です。 設備の運転状況やエネルギー消費を可視化し 、 ビルの省エネ化や運用面

の効率化に役立ちます。  

CCUS 

「 Car bon di oxi de Capt ur e,  Ut i l i zat i on and Stor age（ 二酸化炭素の回収・ 有効利

用・ 貯留）」 の略称であり 、 火力発電所や工場等から の排気ガスや大気中に含まれる二

酸化炭素を分離・ 回収し 、 資源と し て鉱物、 化学品、 燃料の製造などに有効利用する、

又は地下の安定し た地層の中に貯留する技術のこ と です。  

Eco-DRR 

「 Ecosyst em-based Di sast er  Ri sk Reduct i on（ 生態系を活用し た防災・ 減災）」 の略

称であり 、生態系と 生態系サービスを維持するこ と で危険な自然現象に対する緩衝帯・

緩衝材と し て用いると と も に、 食糧や水の供給などの機能により 、 人間や地域社会の

自然災害への対応を支える対策です。  

FEMS 

（ フ ェ ムス）  

「 Fact or y Ener gy Management  Syst em」 の略称であり 、 工場全体のエネルギー消費を

削減する ため、 受配電設備のエネルギー管理や生産設備のエネルギー使用・ 稼働状況

を把握し 、 見える化や各種機器を制御するためのシステムのこ と です。  

HEMS 

（ ヘムス）  

「 Home Ener gy Management  Syst em」 の略称であり 、 家庭におけるエネルギー管理シス

テムのこ と を指し ます。 BEMS と 同様に、 家庭の省エネ化に役立つシステムです。  

NDC 
パリ 協定に基づき 各国が 5 年ごと に提出・ 更新する温室効果ガスの排出削減目標をい

います。  

PPA 

「 Power  Pur chase Agr eement（ 電力購入契約）」 の略称であり 、 設備設置事業者が施設

に太陽光発電システムを設置し 、 施設側は設置さ れた設備で発電し た電気を購入する

契約のこ と です。 屋根貸し 自家消費型モデルや第三者所有モデルと も 呼ばれており 、

施設側は設備を 所有し ないため、 初期費用の負担や設備の維持管理をする こ と なく 、

再生可能エネルギーの電気を使用するこ と ができ ます。  

S＋3E 

日本のエネルギー政策の基本方針であり 、 安全性（ Saf et y） を大前提と し て、 安定供

給（ Ener gy Secur i t y）、 経済効率性（ Economi c Ef f i ci ency）、 環境適合（ Envi r onment ）

の 3 つの要素を同時に実現する考え方のこ と です。  

V2H 

「 Vehi cl e t o Home」 の略称であり 、 EVや PHVの大容量バッ テリ ーを家庭で有効活用

するためのシステムや考え方を指し ます。 専用の V2H 機器を介し て、 昼間発電し た電

気を EVや PHVの大容量バッ テリ ーに電気を蓄えるこ と で、夜間に家庭へ給電し たり す

るこ と ができ ます。  

ZEB 

（ ゼブ）  

「 Net  Zer o Ener gy Bui l di ng（ ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ビル）」 の略称であり 、 快

適な室内環境を 実現し ながら 、 建物で消費する年間のエネルギーの収支を ゼロにする

こ と を目指し た建物のこ と です。  

ZEH 

（ ゼッ チ）  

「 Net  Zer o Ener gy House（ ネッ ト ・ ゼロ・ エネルギー・ ハウス）」 の略称であり 、 外

皮の断熱性能等を大幅に向上さ せると と も に、 高効率な設備システムの導入によ り 、

室内環境の質を 維持し つつ大幅な省エネルギーを実現し た上で、 再生可能エネルギー

を導入するこ と により 、 年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロ と する こ と を 目指

し た住宅のこ と です。  

4R 
3Rの取組に Ref use（ リ フ ュ ーズ） を加えたも ので、 不要なレ ジ袋などごみになるも の

を断る、 買わない、 も ら わない等の取組を指し ます。  

 

 

 


